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① 地域生活支援拠点等の整備数について（予定含む）

② 整備類型について（予定含む）

（課題等）
※ 整備にあたって、備えるのが困難な機能として、「緊急時の受入・対応」、「専門的人材の養成・確保」が大宗を占めていた。
※ 今後の課題については、主に「地域の社会資源が不足していること、整備・運営に係る財源の確保」等があげられている。

地域生活支援拠点等の全国の整備状況について（平成３１年４月１日時点）（概要）

○ 地域生活支援拠点等の全国の整備状況について、平成3１年４月１日時点で、３３２市町村（うち、圏域整備：
４２圏域１８８市町村）において整備されている。（全国の自治体数：１７４１市町村）

※平成３０年４月１日時点整備状況 ２３３市町村（うち、圏域整備：３０圏域１４４市町村）

※ 障害福祉課調べ

平成3１年４月１日時点で整備済み ３３２市町村 （うち、圏域整備：４２圏域１８８市町村）

令和元年９月末までに整備予定 １５市町村 （うち、圏域整備：２圏域４市町村）

令和元年度末までに整備予定 ７５市町村 （うち、圏域整備：７圏域２７市町村）

令和２年度に整備予定 １０１０市町村 （うち、圏域整備：１２２圏域４４９市町村）

その他 ３０９市町村 （うち、圏域整備：１６圏域５０市町村）

多機能拠点整備型 ４４市町村 （うち、圏域整備：１圏域２市町村）

面的整備型 ９７２市町村 （うち、圏域整備：１２６圏域４７９市町村）

多機能拠点整備型＋面的整備型 ９８市町村 （うち、圏域整備：８圏域３３市町村）

その他の整備類型 ３市町村

未定 ６２４市町村 （うち、圏域整備：５４圏域２０４市町村）



地域生活支援拠点等の整備状況について（平成３１年４月１日現在）
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② 整備類型について（予定含む）

① 地域生活支援拠点等の整備数について（予定含む）

（整備済み）
＋ ９９ 市町村

（その他）
▲ １１２市町村

３

平成３０年４月１日調査 平成３1年４月１日調査

平成３０年４月１日時点で整備済み
２３３市町村

（うち、圏域整備：３０圏域１４４市町村）
平成３１年４月１日時点で整備済み

３３２市町村
（うち、圏域整備：４２圏域１８８市町村）

平成３０年９月末までに整備予定
１３市町村

（うち、圏域整備：２圏域５市町村）
令和元年９月末までに整備予定

１５市町村
（うち、圏域整備：２圏域４市町村）

平成３０年度末までに整備予定
５９市町村

（うち、圏域整備：６圏域２２市町村）
令和元年度末までに整備予定

７５市町村
（うち、圏域整備：７圏域２７市町村）

平成３１年度に整備予定
６３市町村

（うち、圏域整備：６圏域１９市町村）
令和２年度に整備予定

１０１０市町村
（うち、圏域整備：１２２圏域４４９市町村）

平成３２年度に整備予定
９５２市町村

（うち、圏域整備：１２０圏域４４９市町村）

その他
３０９市町村

（うち、圏域整備：１６圏域５０市町村）

その他
４２１市町村

（うち、圏域整備：２５圏域７４市町村）

平成３０年４月１日調査 平成３１年４月１日調査

多機能拠点整備型
４９市町村

（うち、圏域整備：３圏域１０市町村）
多機能拠点整備型

４４市町村
（うち、圏域整備：１圏域２市町村）

面的整備型
７８０市町村

（うち、圏域整備：１０９圏域４０９市町村）
面的整備型

９７２市町村
（うち、圏域整備：１２６圏域４７９市町村）

多機能拠点整備型＋面的整備型
１０４市町村

（うち、圏域整備：９圏域４８市町村）
多機能拠点整備型＋面的整備型

９８市町村
（うち、圏域整備：８圏域３３市町村）

その他の整備類型
２市町村

その他の整備類型
３市町村

未定
８０７市町村

（うち、圏域整備：６８圏域２４７市町村）
未定

６２４市町村
（うち、圏域整備：５４圏域２０４市町村）



都道府県ごとの整備状況
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令和2年度に整備予定

令和元年度末までに整備予定

令和元年9月末までに整備予定

平成31年4月までに整備済

令和２年度までに整備予定の市町村数

0%

20%

40%

60%

80%

100%

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

令和２年度までに整備予定の市町村の割合


